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北海道高性能林業機械化推進協議会（第３回）議事概要

１ 日時及び場所
令和２年（２０２０年）２月４日（火）14:00～17:00
かでる２・７ ３１０会議室

２ 出席者
＜構成員:１８名＞
国立研究開発法人森林総合研究所北海道支所 佐々木研究専門員
地方独立行政法人北海道立総合研究機構 対馬森林経営部⾧
地方独立行政法人北海道立総合研究機構 渡辺主任主査（経営）
イワフジ工業株式会社 札幌支店営業部 小野寺支店⾧
コベルコ建機日本株式会社北海道支社 玉井支社⾧
松本システムエンジニアリング株式会社 松本代表取締役社⾧
株式会社イワクラ林材部苫小牧出張所 大宮副支店⾧
堀川林業株式会社 高篠代表取締役社⾧
北海道素材生産業協同組合連合会 工藤専務理事
林野庁北海道森林管理局 西浦課⾧補佐
林業木材課 加納林業振興担当課⾧
林業木材課 立原主幹、森林計画課 佐川主幹、森林整備課 小南主幹、
道有林課 佐藤主幹

＜オブザーバー:３名＞
一般社団法人北海道林業機械化協会 藤八事務局⾧
北海道森林組合連合会指導部 清水次⾧
株式会社筑水キャニコム PROJECT LINE 米内部⾧

＜事務局:５名＞
林業木材課 村下主幹ほか

３ 議事
(1) 議事次第

・令和元年度（２０１９年度）北海道高性能林業機械実態調査に係る最終報告について
【資料２】北海道高性能林業機械実態調査の最終報告により説明。

・高性能林業機械保有状況について
【資料３】高性能林業機械保有状況（未定稿）により説明。

・「北海道高性能林業機械化方針（素案）」について
【資料４】「北海道高性能林業機械化方針（素案）」により説明。

(2) 主な議事内容
・0.45クラスで0.7クラスのパワーが出せる機械など、より馬力のある機械の開発が求めら
れているが、排ガス規制の問題など課題が多くある状況となっている。

・植栽分野については、人力で植栽した方が速いという認識はあるものの、造林保育分野で
の担い手の減少が顕著であり、今後、主伐期を迎えた林分の更新を進めていかなければい
けないことから、植栽の絶対量を確保するために機械化を進めて行くことが必要である。

・機械化を進めていくことは重要であるが、機械の台数を増やすだけではなく、機械稼働率
を上げていくことも伴っている必要があるため、作業システムの確立やオペレーターの多
能工化なども併せて進めていくべきである。

・スマート林業については、定義をはっきりとさせる必要があるということと、１０年後に
方針に沿ってどこまで達成できたのかを把握しやすくするために、テーマを区分して記載
した方が良いのではないか。

・林業機械の稼働率を上げて効率化を図っていくためには、制度の部分も重要であることか
ら要望を明確にしていく必要がある。

・急傾斜地での施業については、これから主伐の林分が多くなり効率的な施業が行える状況
が増えてくれば、バイオマスにも対応できる架線系での全木集材が採用されることも考え
られる。

・機械が入ることのできない急傾斜地については、人工林で木材生産林として資源循環させ
ていく事が良いのかも含めて、将来的に検討していく必要がある。

・令和８年度の目標を生産性の向上としているが、機械化を推進する上で目標とする指標と
して正しいものなのかを改めて検討する必要がある。
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資料２
「北海道高性能林業機械化基本方針（案）」（意見照会用）の修正意見に対する対応一覧

北海道高性能林業機械化基本方針（案）
修正理由 対応

該当箇所 意見照会時 該当箇所 修正案

共通 資料のグラフのX軸、Y軸の数 共通 小さい文字は、できるだけ大 誤字脱字 可能な限り
値 きく見やすく。 対 応 し ま

す。
はじめに はじめに はじめにと目次の順番の入れ 他の類似方針を
目次 目次 替え。（事務局） 参考にした修正

はじめに 行政や民間などあらゆる主体 はじめに 行政や民間などあらゆる主体 わかりやすい表現 修正 し ま し
が、ＳＤＧsの達成に向けて貢献 P１ が、ＳＤＧsの達成に向けて貢 に修正 た。
が期待されている。 献していくことが期待されてい

さらには、・・・・・、適切な経営 さらには、・・・・・、適切な経 前の文書の流れ 未修正
管理が行われていない民有林 営管理が行われていない民 からすると森林で 森林経営管理法
を・・・・・、それができない森林 有林を・・・・・、それができな はなく民有林とす 施行時の長官通
の経営管理を市町村が行うこと い民有林の経営管理を市町 る方が適切ではな 知の原文を採用
で、・・・・・。 村が行うことで、・・・・・。 いか しましたのでご了

承願います。

一方で、・・・・・・・労働力不足 一方で、・・・・・・・労働力が 労働災害の発生 参考にさせ
が大きな懸案となっている。 不足していることや他産業に 状況も加えるべき ていただき、

比べて著しく高い労働災害発 でないか 一部修正し
生率が続いていることが大き ました。
な懸案となっている。

このように、・・・・・、成長産業と このように、・・・・・、成長産 機械化の目的に 修正 し ま し
して持続的発展して行くために 業として持続的に発展して行 は、安全の確保も た。
は、・・・・・、省力化や軽労化は くためには、・・・・・、省力化 含まれることから、
もとより、生産性・収益性の向 や軽労化はもとより、安全性・ 安全性も加えるべ
上やコストの低減の具体化が求 生産性・収益性の向上やコス きでないか
められている。 トの低減の具体化が求められ

ている。

P２ m3 P3 上付きへ 誤字脱字 修正 し ま し
第2-１ （3が上付きになっていない） 第2-１ た。

P3 伐採量推移の表 P4 誤字脱字 修正 し ま し
資料2-１ 単位（ｍ3） 資料2-１ （千ｍ3） た。

P8 その方々が林業に就業して頂 P9 その方々が林業に就業して ひらがなの方がよ 修正 し ま し
3 ける様に、・・・・・。 3 いただけるように、・・・・・。 り適切でないか た。

P12 建設用機械をベースとした重機 P13 建設機械をベースとした林業 ・建機をベースと 修正 し ま し
2（１） は、 2（１） 機械は、 した林業機械が た。

「 日本の林業機
マーケットが小規模な．．．開発 より走行性や安定性に優れ 械」であり、海外に 参考にさせ
は容易ではなく、進展が見られ た林業専用機を国内で開発 比べ亜流的な表 ていただき、
ない．．． して行くには、路網密度や植 現。建機＝油圧 一部修正し

栽密度等の制度設計の見直 ショベルがベース ました。
しに合わせた要件整理を通じ となった経済的、
て継続的な開発と導入を目 機能的、規制上
指して．．． の経緯があるので

は。
・林業機械の観点
で現状の林業機
械の説明でありな
がら、「重機」は唐
突。重機をベース
にした林業機械な
らまだしもだが、
「重機」そのものが
対象が広すぎて
適切ではない。
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資料２
「北海道高性能林業機械化基本方針（案）」（意見照会用）の修正意見に対する対応一覧

北海道高性能林業機械化基本方針（案）
修正理由 対応

該当箇所 原案 該当箇所 修正案

P12 ・マーケット規模は
2（１） コストへのインパク

トにつながります
が、構造そのもの
はコス ト以前に、
規制のあるものは
その規制とニーズ
により要件を設定
します。

ハーベスタ、フォワーダ写真 P14 現状の国内の機械の写真の 本写真2枚は、写 入手次第、
第6-1 掲載 真上の林業専用 写真を追加

機の参考と思わ します。
れるが、国内の規
制内で広く使用可
能なのか？国内
のショベルベース
のハーベスタ、フ
ォワーダが一般的
であり比較の意味
でも両方の掲載が
良い。

P12 文中の北欧 P13 北欧でケーブルア 座長に相談
2（２） 先進林業地域とされる北欧や 2（２) 中欧諸国やニュージーランド シストが導入され し、修正しま

ニュージーランドなどで などで ている記載内容に した。
なっているが、北

北欧、ニュージーランド、北米な 中欧諸国、ニュージーランド、 欧の地形からする
どで導入が進んでいる。 北米などで導入が進んでい と急斜地で活用し

る。 ているとは考えにく
いので、専門家に
ご確認いただきた
い（北欧はどこま
で 含 ん で い る の
か？）

P13 また、・・・・・、チェーンソーやハ P14 また、・・・・・、チェーンソー伐 誤解を少なくする 参考にさせ
第６-1 ーベスタ等の機械伐倒と架線 第６-1 倒やハーベスタ等の機械伐 ため ていただき、

車両機械の組合せによる、安 倒と架線車両機械の組合せ 架線系について 一部修正し
全で低コストかつ生産性の高い による、安全で低コストかつ は、確立より緩い ました。
林業システムの確立について推 生産性の高い林業システム 検討でよいのでな
進する。 の検討も推進する。 いか

P17 ・ ・ ・確保を図る必要があるた P18 ・・・確保を図る必要がある。 「事業量の確保」 参考にさせ
３ め、地域森林計画・・・ ３ さらに、地域森林計画・・・ と 「路網整備」は ていただき、

別のことなので、 一部修正し
二つに分ける必要 ました。
がある。

P17 安全な操作技術はもとより、・・・ P18 安全な操作技術はもとより、・ 「・・・する」の文章 修正しま し
４ ・・、令和２年４月に開校する林 ４ ・・・・、令和２年４月に開校の 表現が、１文の中 た。

業・木材産業の専門的な知識 林業・木材産業の専門的な で３回でてくるので
や技術を有する人材を育成す 知識や技術を有する人材を 修正
る「北海道立北の森づくり専門 育成する「北海道立北の森
学院」と・・・・・。 づくり専門学院」と・・・・・。
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資料２
「北海道高性能林業機械化基本方針（案）」（意見照会用）の修正意見に対する対応一覧

北海道高性能林業機械化基本方針（案）
修正理由 対応

該当箇所 原案 該当箇所 修正案

P17 さらに、複数の機械を操作でき P18 さらに、林業機械の稼働率向 なぜ、多能工のオ 参考にさせ
４ るオペレータの育成を推進す ４ 上に向けて人員・機械の弾 ペレータを育成す ていただき、

る。 力的な配置が可能となるよう るのか追加すべき 一部修正し
複数の機械を操作できるオ でないか ました。
ペレータの育成を推進する。

P19 一方、・・・・・・・・・、機械伐倒 P19 一方、・・・・・・・・・、機械伐 ・・・に・・ ・にの表 参考にさせ
第７ 率を平成30年度の主伐47％・ 第２０ 倒率を平成30年度の主伐4 現を修正 ていただき、

間伐38％から令和8年度に６割 7％・間伐38％から令和8年 ひらがなの方が適 一部修正し
に引き上げる事を目標とする。 度には６割に引き上げること 切でないか ました。

を目標とする。



資料３

北海道高性能林業機械化基本方針（案）

令和 年 月改定

北海道水産林務部
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はじめに

２０１５年９月の国連サミットにおいて採択された「持続可能な開発のための

２０３０アジェンダ」（２０３０アジェンダ）に含まれる持続可能な開発目標（Su

stainable Development Goals：ＳＤＧｓ）は、持続可能な世界を実現するための

１７の目標・１６９のターゲットから構成され、森林については、例えば「陸の

豊かさを守ろう」や「気候変動に具体的な対策を」など多くの目標に関連し、行

政や民間などあらゆる主体が、ＳＤＧｓの達成に向けて貢献していくことが期待

されている。

また、２０１８年６月に閣議決定された「未来投資戦略２０１８」に基づき、

林業の成長産業化と森林の適切な経営管理の実現のため、先端技術の導入等によ

る生産性の向上といった林業改革に取り組むこととされ、ＩＣＴの普及や無人航

空機による映像の活用などの新たな技術により生産性の向上と省力化を図るスマ

ート林業など林業イノベーションの推進を重要な取組と位置づけている。

さらには、「森林経営管理法」が２０１９年４月に施行され、適切な経営管理が

行われていない民有林を意欲と能力のある林業経営者に集積・集約するとともに、

それができない森林の経営管理を市町村が行うことで、林業の成長産業化と森林

の適切な管理の両立を図ることとされた。

こうした状況の下、本道においては、戦後造林されたカラマツやトドマツ等の

人工林が本格的な利用期を迎え、人工林を主体に、伐採や造林、保育などの林業

生産活動が活発化しているほか、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の創

設以降、木質バイオマス燃料の需要が急激に増加している。

そのため、生産性の向上を図るととともに、カスケード利用を進め、収益性の

向上を図り、その利益を森林所有者に還元して伐採後の再造林に繋げていく「植

えて育てて、伐って使って、また植える」といった循環利用の推進が必要となっ

ている。

一方で、林業生産活動を支える林業労働者数は、近年横ばいで推移しているも

のの、依然として、６０歳以上が３割を占めており、今後、熟練した労働者の離

職などによる労働力不足が大きな懸案となっている。

また、林業における労働災害は、長期的に減少傾向にあるものの、死傷千人率

は、他産業に比べて著しく高い状況が続いている。

このように、本道の林業・木材産業を取り巻く状況が大きく変化する中、森林

資源の循環利用を確立し、成長産業として持続的に発展していくためには、ＩＣ

ＴやＩｏＴ、ＡＩといった新たな技術を積極的に取り入れながら、伐採や造林・

保育の機械化を積極的に進め、省力化や軽労化はもとより、安全性・生産性・収

益性の向上やコストの低減の具現化が求められている。
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北海道高性能林業機械化基本方針

第１ 方針の位置づけ

１ 方針の趣旨

「北海道高性能林業機械化基本方針」（以下「方針」という。）は、道内

における高性能林業機械を効果的に組み合わせた、北海道にふさわしい作

業システムの構築に向けて、有識者や関係業界で構成する「北海道高性能

林業機械化推進協議会」で協議しながら、平成5年に策定（平成21年改定）

した「方針」の改定を検討してきたところであり、この度、同方針の全面

的な改定を行い、北海道における推進方向を示すものである。

２ 方針の期間等

本方針は、道が策定した「北海道森林づくり基本計画（平成29（2017)

～38（2026）年度、以下「基本計画」という。）に合わせ令和8年度まで

の方針とし、社会情勢の変化等に適切に対応していくため、進捗状況を

定期的に点検するとともに、基本計画の改定や、林業・木材産業を取り

巻く情勢の変化等に合わせ、必要に応じて見直しを行うものとする。
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第２ 北海道の森林・林業の現状

１ 森林資源の状況

北海道の森林面積は554万haと、全国の森林面積に占める割合は22%とな

っており、所管別では、森林面積の55%を国有林が占めるなど、全国平均

に比べ公的な森林の占める割合が高くなっている。(資料1-1）

また、森林蓄積は8億㎥で、特に近年は戦後造林された人工林資源の蓄

積が顕著に増加している。（資料1-2）

森林面積の状況(資料1-1） 森林蓄積の推移(資料1-2）

㎥（千 ）

(出典：林野庁「森林・林業統計要覧」、北海道水産林務部「北海道林業統計」）

人工林を樹種別に見るとトドマツが54％、カラマツが30％と、この2樹種

で人工林面積の84％を占め（資料1-3）、トドマツはⅨ齢級、カラマツはⅩ

齢級を中心に主伐期の林分が多い。（資料1-4）

平成29年度樹種別人工林面積(資料1-3） 平成29年度齢級別面積(資料1-4）

(出典：北海道水産林務部「北海道林業統計」）
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人工林の割合 2.9% 9.7% 19.1% 27.0% 31.7% 33.0%

北海道 5,539千ha

全 国 25,048千ha
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２ 森林の伐採・造林の状況

道内の森林伐採量は、近年は増加傾向にあり、伐採量に占める人工林の

割合も年々高まっており、直近5年では9割に達している。（資料2-1)

また、道内の造林面積は、昭和56年度には、年間約2万8千haあったが、

平成2年度に初めて1万haを下回り、平成12年度に約5千8百haまで減少した

が、直近10年で見ると約8千haでほぼ横ばいで推移している。（資料2-2）

森林伐採量の推移(資料2-1） 人工造林面積の推移（資料2-2）

(h

㎥(千 ） （ha)

(出典：「北海道林業統計」）

また、北海道木材需給実績による道産木材の自給率は、輸入材との競合

などにより、長期的に下落傾向にあったものの、近年6割近くまで回復し

ており、木材価格は、近年では下げ止まり、堅調に推移している。（資料2

-3、2-4）
北海道における木材の需給実績(資料2-3）

(出典：北海道水産林務部「北海道木材需給実績」）
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(円) 素材（主要品目）の価格動向(資料2-4）

(出典：北海道水産林務部「木材市況調査」）

３ 木質バイオマス利用の状況

本道では、地域において木質バイオマスの熱利用が進められてきたが、平成

24年7月より「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」が始まり、道内におい

ても木質バイオマスを燃料とする発電所が大規模な4施設をはじめ7施設が稼働

（令和2年2月現在）しており、木質バイオマス資源に対する需要が急激に増加し

ている状況にある。（資料3-1）

木質バイオマスエネルギーの利用状況(資料3-1）

(出典：北海道水産林務部林業木材課資料）
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４ 林業事業体・林業労働者の状況

（１）林業事業体の状況

道内の林業事業体数は、長い間、減少傾向にあったが、平成17年度

以降上昇に転じている。事業種別に見ると直近10年では素材生産業は

増加傾向にあり、造林及び種苗生産事業者は、横ばいの状況になって

いる。（資料4-1）
林業事業体の推移（資料4-1）

※兼業事業体があり、実際の事業体数と一致しない。

(出典：北海道水産林務部「北海道林業労働実態調査」）

（２）林業労働者の状況

道内の林業労働者は、長い間、減少傾向にあったが、平成29年度で

は4,253人となっており、直近10年で見るとほぼ横ばいで推移している。

事業種別では、素材生産は増加傾向にあるものの、造林と種苗生産

を主に担う労働者は減少傾向にある。（資料4-2）

年齢階層別では、60歳以上の割合は32％と依然として高い水準にあ

るが、平成29年度は、39歳以下の若年者の割合が28％と、10年間で4ポ

イント増加するなど、年齢構成の平準化が図られつつある。（資料4-3）

林業労働者の推移（資料4-2） 林業労働者の年齢構成（資料4-3）

(出典：北海道水産林務部「北海道林業労働実態調査」）
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５ 林業労働災害の状況

林業における労働災害は、長期的には減少傾向にあるものの、労働者千

人あたりの災害の発生割合を示す死傷年千人率は、他産業と比べて著しく

高い状況が続いている。

道内における死亡労働災害は、平成15年から30年までの15年間で91件発

生し、このうちチェーンソー伐倒作業中の災害が最も多く58件で、全体の

63％を占めている。（資料5-1、資料5-2）

なお、フォワーダなどの高性能林業機械が、森林作業道から転落した事

故を含め11件の車両系機械による死亡災害が発生している状況にある。（資

料5-3)
死傷災害年千人率の推移（資料5-1）

(出典：北海道労働局「労働災害発生の動向）

林業労働災害の推移（資料5-2）

死亡林業労働災害の内訳（資料5-3）

(出典：北海道水産林務部林業木材課調べ）
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第３ 北海道の林業における機械化の現状

１ 高性能林業機械の保有状況

道内の高性能林業機械の保有台数は、導入支援事業の拡充などもあり、ここ

10年間で倍増し、全国一となっている。

機種別では、ハーベスタやフォワーダの保有台数が大きく伸びており、チェー

ンソーで伐倒し、トラクタ等で集材する全木・全幹集材システムから短幹集材シス

テムへの移行が全道的に進んでいると考えられる。

また、集材にはクローラタイプの車両系機械が中心となっていることから、森林

作業道の作設のため、その他高性能林業機械（例えば、ザウルスロボ）が、増加

している状況にあると考えられる。

架線系集材機であるタワーヤーダやスウィングヤーダについては、道内での施

業実績がほとんど確認できない状況となっている。（資料6）

(台) 高性能林業機械保有台数の推移（資料6）

（出典：北海道水産林務部「高性能林業機械保有状況調査」）

２ 生産性の状況

平成21年に改訂した「方針」では、平成18年度実績8.4㎥／人・日を平成

29年度までに12．8㎥／人日、約1.5倍に引き上げることを目標としていた

が、平成30年度における事業体の高性能林業機械を活用した造材作業の生

産性は、9.4㎥/人日となっている。
（※生産性は、保有状況調査を実施した事業体の素材生産量／労働投下量）

※ その他高性能林業機械
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・ フォワーダ保有台数には、グラップルローダの無い積載集材車両の台数は含まない。
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令和元年度高性能林業機械実態調査結果概要Ⅰ

全道の林業事業体及びオペレータ（圏域毎に20事業体を抽出）を対象に現地

聞き取り調査と、全国の林業機械メーカー等（30社）を対象に郵送によるアンケ

ート調査を実施した。

１ 経営者等からの主な意見

・ 建設用機械をベースにした現在の林業機械に限界を感じ、林業専用機を導入したいが、

機械運搬等が課題となると認識している。

・ 伐倒工程においては、担い手対策をはじめ安全性対策のため、ハーベスタやフェラーバ

ンチャなどの機械伐倒を進めていきたい。

・ 路網については、路網密度が低すぎることと森林作業道の道幅が狭すぎるため効率的な

システムにはなっていない。

・ オペレータについては、機械のメンテナンス技術の向上が最重要で、そのため機械の基

本構造を学べる研修受講などが必要。

・ 架線集材については、現場の状況や採算性などにより、ほとんど作業が行われていない

状況ではあるが、架線系の機械も進化していると聞くので、非常に興味がある。

・ 林業では材をいかに的確に採材して高く売ることが重要なのに、それを学ぶ上で素材生

産に特化した「素材生産学」がないのは問題であると考えている。

２ オペレータからの主な意見

・ 他の事業体の作業現場や作業方法等の見学研修を実施して欲しい。

・ 現場で実際に機械を動かして、オペレータ同士で議論できる研修など、他の事業体同士

で交流する研修があれば参加したい。

・ 伐倒技術やかかり木処理作業、路網作設、架線集材（作業方法）、事業費のコスト計算、

メンテナンス力の向上などの実践的な研修を実施して欲しい。

３ 林業機械メーカー等からの主な意見

・ 作業員の高齢化や若年層不足による担い手（オペレータ）不足、機械導入後のメンテナ

ンス経費が課題となっている。

・ 土質と雪質が季節や地域で大きく異なるため、走行装置の開発が課題。

・ 植栽分野では、人手不足から植栽が追い付かないため機械化が必要。

・ 造林から伐出の機械化をトータルで考えた場合の課題抽出と解決策の検討が必要。

・ 伐倒系機械のパワーアップの開発要望がある。

・ 壊れない機械、トラブルが少なくユーザーでも修理可能な林業機械の開発要望がある。

・ 地拵え機、植え付け機、苗木運搬機など造林用機械の開発要望がある。

・ 機械幅2.5ｍ以内で5ｔ超積載及び走行速度が速いフォワーダの開発要望がある。

・ 人材不足は北海道以外の地域でも深刻な問題だが、北海道はその風光明媚な土地柄から、

移住を夢見る人は多い。その方々が林業に就業していただけるように、林業に対する危険

・ キツイ仕事のイメージを払拭する為にも、機械開発等に積極的に取り組む姿勢を明確に

し 将来に対する希望をアピールすることが大事ではないか。
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令和元年度高性能林業機械実態調査結果概要Ⅱ

毎年実施している「高性能林業機械保有状況調査」の対象となる事業体

に対し、「作業工程（伐採・造材・集材）別の機械使用率」や、「今後の導

入予定」などの項目を追加し、郵送等によるアンケート調査を実施した。

伐採（主伐） 伐採（間伐）

造材（主伐） 造材（間伐）

集材（主伐） 集材（間伐）

林業機械の増設予定 導入するにあたっての課題

平成18年と令和元年に実施した調査を比較した結果、「作業工程（伐採・造材・集材）別

林業機械使用率」については、伐倒工程におけるチェーンソー使用の割合は減少傾向にあり、

主伐における機械伐倒（ハーベスタ・フェラーバンチャ）は、約5割まで上昇している。

また、造材工程においては、主伐及び間伐ともに9割以上が機械作業となっており、集材工

程においては、トラクタが急激に減少し、フォワーダが増加している状況となっており、高

性能林業機械を活用した作業システムが定着してきている状況にある。

また、今後増設を希望する機械は、フェラーバンチャとハーベスタ、フォワーダが多く、

増設における課題としては、メンテナンスやオペレータ不足をあげる事業体が多い状況とな

っている。
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第４ 北海道の林業における機械化の課題

機械化を推進するにあたっては、導入コストや地形、地理、立木密度や

蓄積、さらには、労務環境の向上や人材不足など、内的要因、外的要因課

題を的確に捉え、活用することが重要である。

１ 森林施業の効率化

伐倒・造材工程においては、生産性はもとより、安全性を向上させる必

要があるとともに、施業全体の生産性に直結する集材・巻立て工程におい

ては、さらなる効率化を促進する必要がある。

造林・育林工程においては、一貫作業システムの導入や、下刈り作業の

機械化などによる省力化・効率化を進め、主伐後の再造林を確実に行う必

要がある。

２ 事業量の安定的な確保と路網整備

高性能林業機械を効率的に稼働させ、森林施業の低コスト化を図るため

には、施業を集約化するなど、まとまった事業量の安定的な確保を図ると

ともに、機械作業に適した路網を整備する必要がある。

３ オペレータの技術力の向上

機械化作業システムの導入により生産性を向上させるためには、高い技

術力を保有するオペレータを育成する必要がある。

４ 林地未利用材の有効活用

急激に増加する木質バイオマス資源への需要に対して、既存の木材利用

に影響を及ぼさないよう、林地未利用材を効率的に集荷・搬出する必要が

ある。

５ 環境への配慮

林業機械の活用にあたっては、林地や河川等の環境への影響や、残存木

の損傷等を最小限に抑える等、適切な作業が重要である。
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第５ めざす姿～北海道林業イノベーションの推進～

本道における林業の機械化は、平成5年に策定した「方針」から約30年が

経過し、油圧ショベルのヘッドに林業用作業機を装着する建設用ベースの

機械が中心となり、北海道の機械化林業を形成している状況にある。

林業の機械化は、労働安全の確保や生産性の向上、安定的な原木の供給

などを推進するうえで重要であるほか、重労働の軽減や季節的な制約の克

服など、労働環境の改善を図ることで新規参入者の確保・定着を促進する

ためにも、必須要件である。

そのためには、第６で示す主伐期を迎えた人工林施業の機械作業システ

ムの推進とともに、急速に進む人口減少や少子高齢化等の社会的課題をICT

/IoT技術や機械技術の高度化等で克服する機械化林業のイノベーションに

取り組み、持続的かつ高度な林業・木材産業システムの構築を図り、森林

資源の価値を最大限引き出すことを目指す必要がある。

１ スマート林業の推進

急速に進む人口減少に迅速に対応するためには、ICT/IoT技術やAIなどの

先進技術を幅広く活用し、森林施業の効率化・省力化の促進や生産性、安

全性の向上などを加速させ、高度な木材生産を目指していく必要がある。

【スマート林業の実例】

ICT/IoT技術を駆使し、多様な森林情報を活用した森林施業及び木材の生産・流通の高効率化、

労働者の安全衛生の確保などの様々な課題の解決を目指す取り組みを「スマート林業」と位置づ

け推進しています。
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２ 林業機械の進展

（１） 走行性や安定性の向上

林業用機械は、傾斜不整地における重量物作業という林業特有の性

能を求められ、北海道において標準的に普及している建設機械をベー

スとした林業機械は、林業用としての走行性や安定性という点におい

て改善の要望が強い。

マーケットが小規模な林業機械においては、走行性や安定性に優れ

ていると言われる林業専用機（いわゆるコンプリートマシン）の国内

での開発は容易ではなく、進展が見られない状況であり、また、道内

においてごく限られた事業体で稼働している海外メーカーの大型林業

専用機については、導入はもとより維持コストが高く事業体が標準的

に導入するには大きな支障となっているため、機械化の課題の抽出に

継続的に取り組み、北海道林業に適した走行性や安定性に優れた低コ

ストな林業専用機の開発及び導入を、目指していく必要がある。

ハーベスタ（林業専用機） フォワーダ（ホイール）

（２） 新たな技術の導入

中欧諸国やニュージーランドなどで進められている、ケーブルウィ

ンチの活用により急傾斜において安全な機械伐倒を推進する新技術の

導入や、無線を活用した林業機械の無人化などの新しい技術の早期現

場実装を目指していく必要がある。

【テザー・ケーブルアシストシステム】

ハーベスタ、フォワーダなどの林業用機

械とケーブルウィンチで連結し、急傾斜で

の安全な移動を確保するシステムはテザー

システムやケーブルアシストシステムと呼

ばれ、中欧諸国、ニュージーランド、北米

などで導入が進んでいる。

ケーブルアシストにより急傾斜で伐倒作業を行う

林業専用機
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第６ 高性能林業機械を活用した作業システムの推進

第５で示した、北海道のめざす機械化林業のイノベーションの実現に向

けた取り組みとあわせ、人工林資源が充実した北海道において持続的な林

業を確保するために、林業事業体、林業関係団体、研究機関、林業機械メ

ーカー、国、道等の関係者が連携し、一体となって以下のとおり推進する。

１ 高性能林業機械を活用した作業システムの普及

伐採区分に応じた高性能林業機械を活用した作業システムを以下のとお

り示し、普及を図るものとする。

○高性能林業機械を活用した作業システム（中・緩傾斜）

※各工程間の生産バランスをとり高性能林業機械の持つ生産性が十分に発揮できるよう留意する必要がある。

※造材・集材の工程は、採用するシステムによって前後する

ハーベスタによる伐倒

また、道内の稼働がほとんど確認できていないスイングヤーダやタワー

ヤーダなどの架線系車両機械についても、機械技術が向上していることな

どから、チェーンソー伐倒やハーベスタ等の機械伐倒と架線系車両機械の

組合せによる、安全で低コストかつ生産性の高い林業システムの確立に向

けた取組を推進する。

グラップル
（レーキ・バケット）

コンテナ苗
の活用

乗用型
刈払機

フォワーダ
（スキッダ）

グラップル
（ウィンチ）

植え付け 下刈り

間伐

ハーベスタ
プロセッサ

グラップル

区　分
森林作業道

作設
伐　採 （木寄せ） 造　材 集　材

ハーベスタ
フェラーバンチャ

ザウルスロボ
／バックホウ

主伐

巻立て 地拵え
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２ 主伐期を迎えた人工林施業における機械システムの推進

（１）高性能林業機械による伐倒の推進

人工林の造材工程においては、ハーベスタやプロセッサなどが主体

に導入され機械化が進んでいる。

一方、伐倒工程においては、依然としてチェーンソー伐倒による死

亡労働災害の発生が多い状況を踏まえ、生産性はもとより安全性を向

上させるためハーベスタやフェラーバンチャによる機械伐倒をさらに

推進する。

（２）集材工程の効率化の推進

集材・巻立て工程においては、生産性の高い造材工程と均衡した新

しい集材機械を導入するなど、集材工程を改善し、低コストかつ効果

的なシステムの確立を推進する。

【緩中傾斜地を対象とした伐採造林一貫システムの手引き（抜粋）】

CTLシステム
CTL(Cut-To-Length logging) システムは、短幹集材方式でハーベスタとフォワーダによ

って林内作業を行うことで、伐倒から造材、集材、椪積みまでの全ての工程が機械化され

た伐出システムのことです。ハーベスタ・フォワーダシステムとも呼ばれています。

ベースマシンが油圧ショベルのハーベスタ ハーフトラックの高速フォワーダ

〔掲載 HPアドレス:http://www.ffpri.affrc.go.jp/hkd/research/seikapanf.html〕
（国立研究開発法人 森林総合研究所 北海道支所）
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（３）伐採造林一貫作業システムの導入

森林の循環利用を進め持続的な林業を確立するために欠かせない造

林作業は、担い手不足の傾向を強めており、伐採・搬出時に用いる林

業機械を地拵え等に活用するなど、一貫作業システムの導入により伐

採と造林工程間の省力化・効率化を図ることにより、主伐後の確実な

再造林を推進する。

【緩中傾斜地を対象とした伐採造林一貫システムの手引き（抜粋）】

〔掲載 HPアドレス:http://www.ffpri.affrc.go.jp/hkd/research/seikapanf.html〕
（国立研究開発法人 森林総合研究所 北海道支所）
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（４）造林保育機械など新たな技術等の普及

平成3年（1998年）に農林水産省が公表した「高性能林業機械化促進

基本方針」においても、育林用の高性能林業機械の開発及び普及が目

標に掲げられていたが、造林作業の実用機械の導入・普及は低調であ

り、造林保育作業の担い手不足が進む中、労働負荷の低減を進めるた

めに、乗用型下刈り機械など造林保育の機械化を推進する。

【光珠内季報 No.194 乗用型下刈り機械の試験状況(抜粋）】

〔掲載 HPアドレス https://www.hro.or.jp/list/forest/research/fri/kanko/kiho/kihor01.htm〕
（地方独立行政法人北海道立総合研究機構森林研究本部林業試験場）

根株粉砕中（※左下にカラマツ根株） 下刈り試験の様子

図-1 カラマツ根株の大きさと粉砕時間の関係 図-2 下刈り作業効率の比較（根株密度:570 本/ha）

全部で１４１本の根株を粉砕した結果，根株の粉砕体

積とそれらの根株の粉砕にかかった時間の関係は図-1 の
ようになり、根株が大きくなるにつれ粉砕時間が長くな

っている。この関係式から、１４１本の平均的な大きさ

の根株（０．１７㎥、直径３０cm、根株高２５cm）の粉

砕時間を計算すると８８秒/本となっている。

根株粉砕作業を含む場合と根株粉砕無し（根株粉砕作

用後）の下刈り作業効率について、肩掛け式刈払い機に

よる通常の下刈り作業と比較した結果である。（図-2）

根株粉砕作業を行いながらでは、肩掛け式刈払い機に

よる通常の下刈り作業にはわずかに及ばないが、根株粉

砕無し（例えば、根株粉砕の翌年以降）では、肩掛け式

刈り払い機より３倍の効率で作業が可能となる。

カラマツ根株粉砕体積（㎥）

粉
砕
時
間
（
秒
）

作
業
功
程
値

（

ha

／
時

）

肩掛け式 根株粉砕含む 根株粉砕無し

刈払い機 小型自走式刈り払い機
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３ 事業量の安定的な確保と機械作業に適した路網の整備

高性能林業機械を効率的に稼働させ、森林作業の低コスト化を図ること

が重要であることから、まとまった事業量の安定的な確保を図るため施業

の集約化などに取り組むとともに、地域森林計画及び市町村森林整備計画

に定められる林道・作業路網に関する計画を踏まえつつ、高性能林業機械

作業システムが最大限に能力を発揮できるよう計画的に林道・作業路網の

整備を推進する。

４ オペレータの育成

安全な操作技術はもとより、機械の構造知識やメンテナンス技術の向上

が重要であることから、令和２年４月に開校の林業・木材産業の専門的な

知識や技術を有する人材を育成する「北海道立北の森づくり専門学院」と

就業者の育成に向けた研修を行う「北海道森林整備担い手支援センター」が、

それぞれの特徴を活かした連携を図るなど、技能技術の向上を目的とした効

果的なキャリアアップを図る研修等を推進する。

さらに、生産性の向上に向けて人員・林業機械の弾力的な配置が可能と

なるよう複数の機械を操作できるオペレータの育成を推進する。

５ 林地未利用材の集荷・搬出の促進

木質バイオマスを有効利用することは、森林資源の循環利用や地域の雇

用創出などに繋がる重要な取組である一方、既存の木材利用に影響を及ぼ

すことなく原料を安定供給することが求められているため、今まで集荷さ

れず利用されていなかった林地未利用材を効率的に集荷・搬出する作業シ

ステムの確立と安定供給体制の構築を推進する。

【参考：林地未利用材の集荷･搬出までの主な流れ】

（北海道水産林務部林務局林業木材課）
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６ 環境に配慮した森林作業の促進

森林は多様な公益的機能を有している。そのため、高性能林業機械の活

用にあたっては、林地や河川等の環境への影響や、間伐時における残存木

の損傷を最小限に抑える等、適切な作業の実施に努め、健全な森林の育成

により、多様な機能の高度発揮を促進する必要がある。このため、高性能

林業機械の導入にあたっては、「北海道における適切な森林整備等の実施

に向けた指針」を踏まえた作業方法等の継続的な取組みを促進する。

【北海道における適切な森林整備等の実施に向けた指針】

〔掲載 HPアドレス http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sr/rrm/tourokuseido/tourokuseido-top.htm〕
（北海道水産林務部林務局林業木材課）



- 20 -

第７ 北海道における機械化に関する目標

ＣＴＬシステムは機械伐倒が中心となっており、普及が進む北欧では9割

以上をハーベスタなどの高性能林業機械で行い、安全性と生産性の両立を確

保している状況にある。

一方、本道においては、高性能林業機械を活用した作業システムが定着し

てきているが、チェーンソー伐倒に起因した死亡林業労働災害の発生を抑制

できない状況を踏まえ、機械伐倒率を平成30年度の主伐47％・間伐38％から

令和8年度に6割まで引き上げることを目標とする。

＜指標＞

高性能林業機械等による機械伐倒率 60％（令和8年度）

※1 列状間伐の推進などにより間伐における機械伐倒の進展が見込まれることから主伐・

間伐の区分なく同じ指標を設定する。

※2 平成21年に改定した「方針」においては、指標として、生産性を使用していたが、安

全性の確保や環境への配慮、主伐後の再造林の確保などが求められており、生産性のみ

を追求した指標ではなく、道が策定した「北海道森林づくり基本計画（平成29（2017)

～38(2026）」における高性能林業機械を活用した素材生産の割合の関連指標等を踏まえ、

人力から機械に移行するという考えを機械伐倒率として新たな指標としている。
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北海道高性能林業機械化推進協議会構成員

区 分 氏 名 所 属・職 名

国立研究開発法人森林総合研究所北海道支所
佐々木 尚三 北方林管理研究グループ

研究専門員
地方独立行政法人北海道立総合研究機構

学識経験者 対馬 俊之 森林研究本部林業試験場
森林経営部長
地方独立行政法人北海道立総合研究機構

渡辺 一郎 森林研究本部林業試験場森林経営部経営グループ
主任主査（経営）
イワフジ工業株式会社札幌支店営業部東日本ブロック

小野寺 成一 札幌支店長
株式会社諸岡北海道営業所

進藤 秀樹
所長

林業機械 コベルコ建機日本株式会社北海道支社
メーカー

玉井 正浩
支社長
株式会社筑水キャニコム

中村 公徳 常務経営役員
松本システムエンジニアリング株式会社

松本 良三
代表取締役社長
大澤木材株式会社

大澤 友厚 代表取締役社長
株式会社イワクラ林材部苫小牧出張所

大宮 健二 副支店長
堀川林業株式会社

林業機械
髙篠 和憲

代表取締役社長
ユーザー 千歳林業株式会社

栃木 幸広 代表取締役社長
北海道森林組合連合会

遠藤 芳則 指導部長
北海道素材生産業協同組合連合会

工藤 穂
専務理事
林野庁北海道森林管理局総務企画部企画課

国有林 西浦 哉 課長補佐
北海道水産林務部林務局林業木材課

加納 剛
林業振興担当課長
北海道水産林務部林務局林業木材課林業木材グループ

立原 泰直
主幹

民有林 北海道水産林務部林務局森林計画課計画調整グループ
佐川 能人 主幹

北海道水産林務部林務局森林整備課整備調整グループ
小南 雅誉

主幹
北海道水産林務部森林環境局森林活用課林業普及グループ

淡路 素行 総括普及指導員兼主幹
北海道水産林務部森林環境局道有林課道有林整備グループ

道有林 佐藤 和弘 主幹

株式会社筑水キャニコム
米内 龍哉

PROJECT LINE 部長
株式会社筑水キャニコム 札幌事務所

熊崎 太志 所長
株式会社イワクラ

高橋 賢孝 取締役 環境事業部 部長代行
オブザーバー 堀川林業株式会社

髙篠 孝介 専務取締役
北海道森林組合連合会

清水 秀俊
指導部次長
一般社団法人 北海道林業機械化協会

藤八 雅幸 事務局長

○北海道高性能林業機械化推進協議会開催経過
第１回 令和元年 ６月 ７日（金）
第２回 令和元年１０月２４日（木）
第３回 令和２年 ２月 ４日（火）
第４回 令和２年 ３月２６日（木）
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北海道高性能林業機械化推進協議会事務局 行 
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北海道高性能林業機械化基本方針（案）について以下のとおり報告します。 

 

意見あり 意見なし 

  
     ※どちらかに○を記入し、修正意見がある場合は、下記に記入のうえ提出願います。 

 

 

以下のとおり修正意見を報告します。 
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